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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第75期中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用している。 

これに伴い、従来の方法と比べ、第75期中は税金等調整前中間純利益が17億64百万円、第75期は税金等調整

前当期純利益が18億25百万円減少している。 

３．第75期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載していない。 

また、第77期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載していない。 

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 341,613 368,429 392,435 726,445 791,583 

経常利益（百万円） 2,361 2,969 1,732 5,799 7,354 

中間（当期）純利益ま

たは中間純損失（△） 

（百万円） 

△3 1,167 67 4,032 3,281 

純資産額（百万円） 44,731 51,592 53,679 51,195 54,450 

総資産額（百万円） 182,080 206,910 210,016 188,386 216,100 

１株当たり純資産額 

（円） 
596.93 673.52 700.85 679.38 710.81 

１株当たり中間（当期） 

純利益または中間純損失

（△）   （円） 

△0.05 15.50 0.90 52.81 43.51 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益（円） 

－ 14.70 － 48.41 41.07 

自己資本比率（％） 24.6 24.5 25.2 27.2 24.8 

営業活動によるキャッ 

シュ・フロー（百万円） 
127 24,268 3,255 3,434 34,911 

投資活動によるキャッ 

シュ・フロー（百万円） 
△466 △1,337 △3,027 △1,557 △2,454 

財務活動によるキャッ 

シュ・フロー（百万円） 
△1,404 △2,406 △3,120 △4,804 △5,027 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 

（百万円） 

11,386 30,728 34,743 10,204 37,636 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 

（人） 

1,907 

[1,738] 

1,924 

[1,544] 

1,952 

[1,463] 

1,944 

[1,755] 

2,004 

[1,635] 



４．第75期において、厚生年金基金の代行部分について、平成17年５月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受け、平成18年３月１日に過去分返上の認可を受けており、厚生年金基金代行返上益として特別

利益に28億56百万円を計上している。 

  これに伴い、従来の方法と比べ、第75期は税金等調整前当期純利益が同額増加している。 

５．第76期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．株数は千株未満を切捨てして表示している。 

３．第75期中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用している。 

これに伴い、従来の方法と比べ、第75期中は税引前中間純利益が16億41百万円減少し、税引前中間純損失と

なっている。第75期は税引前当期純利益が16億94百万円減少している。 

４．第75期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載していない。 

５．第75期において、厚生年金基金の代行部分について、平成17年５月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受け、平成18年３月１日に過去分返上の認可を受けており、厚生年金基金代行返上益として特別

利益に19億７百万円を計上している。 

  これに伴い、従来の方法と比べ、第75期は税引前当期純利益が同額増加している。 

６．第76期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 131,073 139,208 138,290 287,205 292,263 

経常利益（百万円） 1,647 2,603 2,112 4,247 5,416 

中間（当期）純利益ま

たは中間純損失（△） 

（百万円） 

△143 1,372 826 2,120 2,398 

資本金（百万円） 10,127 10,127 10,127 10,127 10,127 

発行済株式総数（千株） 76,061 76,061 76,061 76,061 76,061 

純資産額（百万円） 44,619 48,976 50,779 49,057 50,787 

総資産額（百万円） 115,729 137,238 143,144 123,692 144,770 

１株当たり純資産額 

（円） 
595.43 648.58 672.47 651.30 672.50 

１株当たり中間（当期） 

純利益または中間純損失

（△）   （円） 

△1.92 18.21 10.95 27.62 31.80 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益（円） 

－ 17.22 10.65 25.73 30.20 

１株当たり配当額（円） － 4.5 5.0 10 11 

自己資本比率（％） 38.6 35.7 35.5 39.7 35.1 

従業員数（人） 555 539 438 541 444 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）の営む事業の内容について、重要な変

更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社において労働組合は結成されていない。なお、一部の連結子会社において労働組合が結成されている

が、労使関係については特に記載すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

石油関連事業 875 (1,334) 

ガス関連事業 734 (   91) 

航空関連事業他 271 (   31) 

全社（共通） 72 (    7) 

合計 1,952 (1,463) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 438 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費が底堅く推移し、企業収益の改善により民間設備投資も増

加するなど、緩やかな回復基調となった。 

このような経済情勢のもとで、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）は、販売の拡大と効率

化を図るとともに、原油価格の高騰に伴う価格転嫁に努めた。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比6.5％増の3,924億35百万円となった。しかしながら、仕入

価格上昇分の価格転嫁の遅れなどでＳＳ子会社等の業績が低迷したことにより、営業利益は同40.2％減の17億51百

万円、経常利益は同41.7％減の17億32百万円となった。また、中間純利益は減損損失等の特別損失を計上したこと

などにより同94.2％減の67百万円となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。  

① 石油関連事業 

＜石油製品販売業＞ 

石油業界においては、需要はガソリン、軽油が減少し、燃料油全体でも前年を下回った。市況は、原油価

格の高騰に伴い大幅に上昇した。 

こうしたなかで、キグナス石油株式会社を含めた当社グループは、ＳＳの新設や既存ＳＳのセルフ化など

による販売の拡大とＳＳネットワークの再構築による販売効率の向上を図るとともに、仕入価格上昇分の価

格転嫁に努めた。当社においては、接客サービスコンテストを開催し、ＳＳスタッフの接客力向上を図ると

ともに、２００７年のＳＳ経営戦略「新時代への決断」にてセルフ化の推奨と究極のフルサービスへの進化

を提案し、販売競争を勝ち残るためのリテールサポートを実施した。産業向けに対しては、新規需要家を獲

得し、灯油、軽油の販売拡大を図った。 

＜化学品製造販売業＞ 

化学品業界においては、ナフサ価格の上昇などにより、製品市況は強含みに推移した。 

こうしたなかで、当社グループは、洗車機用ワックス・撥水コートをはじめとする自動車関連商品、防

腐・防黴剤、防災商品などの自社製品、クリーニング溶剤などの工業薬品および粘接着助剤（タッキファイ

ヤー）の積極的な販売により販路拡大を図るとともに、新規需要の開拓に努めた。また、顧客ニーズに対応

し、安全性に配慮した商品開発を進めた。 

以上により、当中間連結会計期間における石油関連事業の商品売上高は、前年同期比6.2％増の3,626億50

百万円となった。しかしながら、仕入価格上昇分の価格転嫁の遅れなどでＳＳ子会社の業績が低迷したこと

により、営業利益は同38.3％減の13億円となった。 

② ガス関連事業 

＜ＬＰガス販売業＞ 

ＬＰガス業界においては、家庭・業務用の需要は猛暑などの影響を受け、前年を下回った。市況は、原油

価格高騰の影響もあり強含みに推移した。 

こうしたなかで、当社グループは、お客さまから選ばれるＬＰガス販売事業者として接点活動の強化を図

るため「大切な人だから心に届くサービスを（知る・動く・徹する）」を提唱するとともに、エネルギー事

業者の立場から食育運動を継続して推進し、料理教室「Ｏｂｂｌｉクッキングサポート」を開催するなど顧

客満足度の向上を図った。保安面においては、器具点検サービスを通じてお客さまとの「結びつき」の強化

を図るとともに、「一日保安ドック」を推進するなど、保安の確保と保安意識の向上に努めた。 

＜天然ガス販売業＞ 

当社では、大口需要家に対する天然ガスの販路拡大に努めるとともに、佐賀天然ガスパイプラインの運営

に万全を期した。また、佐賀ガス株式会社では、お客さまへの都市ガスの安定供給と保安の確保に努めた。

以上により、当中間連結会計期間におけるガス関連事業の商品売上高は、前年同期比12.4％増の242億円

となり、営業利益は同1.8％減の４億97百万円となった。 



③ 航空関連事業他 

＜航空燃料取扱業＞ 

羽田空港においては、航空機の発着回数はほぼ前年並みに推移したものの、航空機の小型化や低燃費化が

進んだことにより、燃料搭載数量は前年を下回った。 

こうしたなかで、当社グループは、航空機給油施設の運営に万全を期すとともに、航空燃料の給油業務に

おける安全確保に努めた。 

＜その他＞ 

三愛プラント工業株式会社の金属表面処理業では、積極的な営業による受注の拡大により順調に推移し

た。また、同社の建設工事業では、建設工事における原価の低減と施工の安全確保に努めた。 

 以上により、当中間連結会計期間における航空関連事業他の商品売上高は、前年同期比1.6％増の55億83

百万円となり、営業利益は同19.9％減の９億48百万円となった。 

なお、上記金額には消費税等は含まれていない。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ28億92百万円減少し347億43百万円となった。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は32億55百万円となった。これは、買掛債務の増加額について、前年同期は連

結会計年度末の休日の関係から大幅に増加したものの、当中間期においてはその要因がなくなり増加額が縮小

したことなどにより、前年同期比210億12百万円の収入の減少となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は30億27百万円となった。これは、羽田空港給油施設において有形固定資産を

取得したことなどにより、前年同期比16億90百万円の支出の増加となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は31億20百万円となった。これは、転換社債の償還などにより、前年同期比７

億14百万円の支出の増加となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項なし。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）が対処すべき課題につい

て、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

５【研究開発活動】 

 該当事項なし。 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

航空関連事業他 648 36.4 2,390 78.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

石油関連事業 362,650 106.2 

ガス関連事業 24,200 112.4 

航空関連事業他 5,583 101.6 

合計 392,435 106.5 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したのもは、次のとおりであ

る。 

（2）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりである。 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の種類 

投資額 

（百万円） 
完了年月 

完成後の 

増加能力 

 当社 

羽田支社 
東京都大田区  航空関連事業 航空機給油施設  420 平成19年７月  ４スポット増設

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の

増加能力総額 
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了予定 

当社 

羽田支社 

東京都 

大田区  

航空 

関連事業 

航空機 

給油施設 
2,369 52 

自己資金

および借

入金  

平成19年７月 平成21年12月 
２９スポ

ット増設



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項なし。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 277,870,000 

計 277,870,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 76,061,923 76,061,923 
東京証券取引所市場第一

部 
－ 

計 76,061,923 76,061,923 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年４月１日～  

平成19年９月30日  
－ 76,061 － 10,127 － 2,531 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人新技術開発財団 東京都大田区北馬込一丁目26番10号 8,282 10.89 

株式会社リコー 東京都大田区中馬込一丁目３番６号 5,862 7.71 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（住友信託銀行再

信託分・株式会社リコー退職給

付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,800 7.63 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 3,184 4.19 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,048 4.01 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 3,033 3.99 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 2,203 2.90 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 2,173 2.86 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,844 2.42 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,745 2.29 

計 － 37,176 48.88 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注)１「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式13,000株が含まれている。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれている。 

  ２「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が395株含まれている。  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      550,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   75,203,000 75,203 － 

単元未満株式 普通株式    308,923 － － 

発行済株式総数 76,061,923 － － 

総株主の議決権 － 75,203 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三愛石油株式会社 
東京都品川区東大井

五丁目22番５号 
550,000 － 550,000 0.73 

計 － 550,000 － 550,000 0.73 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 620 662 724 762 739 536 

最低（円） 544 590 631 661 490 490 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、ならびに、金融商品取引法第193条の２項第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     30,717     29,037     37,741  

２．受取手形及び売掛
金 

※９   63,550     64,057     68,361  

３．有価証券     643     7,192     463  

４．棚卸資産     10,284     10,361     7,607  

５．その他     2,877     1,778     2,240  

貸倒引当金     △271     △234     △223  

流動資産合計     107,801 52.1   112,191 53.4   116,191 53.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 
※２，
※６ 

23,407     23,455     23,894    

(2）機械装置及び運
搬具 

※２，
※６ 

8,934     8,370     8,805    

(3）土地 ※２ 23,891     23,758     24,082    

(4）その他 ※２ 1,553 57,787 27.9 982 56,567 27.0 936 57,719 26.7 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   9,232     8,725     8,868    

(2）その他   1,319 10,552 5.1 1,216 9,941 4.7 1,269 10,137 4.7 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 26,264     27,414     27,878    

(2）その他   4,260     4,038     4,117    

貸倒引当金   △980 29,544 14.3 △980 30,472 14.5 △977 31,018 14.3 

固定資産合計     97,884 47.3   96,982 46.2   98,875 45.7 

Ⅲ 繰延資産 ※４   1,224 0.6   842 0.4   1,033 0.5 

資産合計     206,910 100.0   210,016 100.0   216,100 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※２，
※９   77,056     85,718     85,125  

２．短期借入金     5,385     4,846     4,745  

３．１年内返済予定長
期借入金 

※２   3,967     3,074     2,339  

４．１年内償還予定転
換社債     5,085     －     5,085  

５．賞与引当金     1,586     1,566     1,705  

６．役員賞与引当金     34     40     77  

７．工事損失引当金     8     37     －  

８．その他  ※９   10,399     8,780     10,671  

流動負債合計     103,523 50.1   104,063 49.5   109,749 50.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     12,150     12,150     12,150  

２．長期借入金 ※２   19,346     20,843     19,205  

３．退職給付引当金     4,558     3,429     3,912  

４．役員退職慰労引当
金     414     298     444  

５．訴訟等引当金 ※８   290     290     290  

６．特別修繕引当金     363     338     331  

７．その他     14,670     14,924     15,565  

固定負債合計     51,794 25.0   52,273 24.9   51,899 24.0 

負債合計     155,317 75.1   156,337 74.4   161,649 74.8 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     10,127 4.9   10,127 4.8   10,127 4.7 

２．資本剰余金     7,668 3.7   7,668 3.7   7,668 3.5 

３．利益剰余金     28,289 13.6   29,499 14.0   29,797 13.8 

４．自己株式     △180 △0.1   △181 △0.1   △175 △0.1 

５．自己株式申込証拠
金     8 0.0   － －   － － 

株主資本合計     45,913 22.1   47,113 22.4   47,418 21.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     5,698 2.8   6,406 3.1   6,882 3.2 

２．繰延ヘッジ損益     89 0.0   101 0.0   △44 △0.0 

３．土地再評価差額金     △841 △0.4   △699 △0.3   △575 △0.3 

評価・換算差額等合計     4,946 2.4   5,808 2.8   6,262 2.9 

Ⅲ 少数株主持分     733 0.4   757 0.4   770 0.4 

純資産合計     51,592 24.9   53,679 25.6   54,450 25.2 

負債純資産合計     206,910 100.0   210,016 100.0   216,100 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高                    

１．商品売上高   367,537     391,586     788,492    

２．完成工事高   892 368,429 100.0 848 392,435 100.0 3,091 791,583 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

１．商品売上原価   345,687     370,815     742,882    

２．完成工事原価   710 346,398 94.0 794 371,609 94.7 2,750 745,633 94.2 

売上総利益     22,031 6.0   20,825 5.3   45,949 5.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   19,103 5.2   19,074 4.9   38,904 4.9 

営業利益     2,928 0.8   1,751 0.4   7,044 0.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   262     271     546    

２．受取配当金   177     181     344    

３．投資有価証券売却
益   83     138     451    

４．その他   225 748 0.2 129 720 0.2 456 1,798 0.2 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   575     584     1,156    

２．その他   132 707 0.2 154 739 0.2 332 1,489 0.2 

経常利益     2,969 0.8   1,732 0.4   7,354 0.9 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 5     7     31    

２．貸倒引当金戻入額   55 61 0.0 9 17 0.0 109 140 0.0 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損及
び売却損 

※３ 210     229     521    

２．減損損失 ※４ 122     341     253    

３．土壌汚染処理対策
費   －     124     －    

４．投資有価証券評価
損   0     0     15    

５．過年度工事補償費
用   19     －     15    

６．貸倒引当金繰入額   － 352 0.1 － 696 0.1 8 814 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益     2,677 0.7   1,053 0.3   6,679 0.8 

法人税、住民税及
び事業税   1,352     947     3,104    

法人税等調整額   168 1,520 0.4 93 1,040 0.3 273 3,377 0.4 

少数株主利益
（△）又は少数株
主損失 

    10 0.0   55 0.0   △20 △0.0 

中間（当期）純利
益     1,167 0.3   67 0.0   3,281 0.4 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

     前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
自己株式申
込証拠金 

株主資本合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 27,953 △262 － 45,485 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）     △752     △752 

取締役賞与金（注）     △75     △75 

土地再評価差額金の取崩     △2     △2 

中間純利益     1,167     1,167 

自己株式の取得       △1   △1 

自己株式の処分   0   83 8 92 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 
（純額） 

          － 

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ 0 336 81 8 427 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 28,289 △180 8 45,913 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,553 － △844 5,709 761 51,956 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）       －   △752 

取締役賞与金（注）       －   △75 

土地再評価差額金の取崩     2 2   － 

中間純利益       －   1,167 

自己株式の取得       －   △1 

自己株式の処分       －   92 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 
（純額） 

△854 89   △765 △27 △793 

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△854 89 2 △762 △27 △363 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

5,698 89 △841 4,946 733 51,592 



     当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 29,797 △175 47,418 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △490   △490 

土地再評価差額金の取崩     124   124 

中間純利益     67   67 

自己株式の取得       △5 △5 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 
（純額） 

        － 

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

－ － △298 △5 △304 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 29,499 △181 47,113 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,882 △44 △575 6,262 770 54,450 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当       －   △490 

土地再評価差額金の取崩     △124 △124   － 

中間純利益       －   67 

自己株式の取得       －   △5 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額 
（純額） 

△476 146   △329 △12 △342 

中間連結会計期間中の変動額
合計（百万円） 

△476 146 △124 △453 △12 △771 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

6,406 101 △699 5,808 757 53,679 



     前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 27,953 △262 45,485 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △752   △752 

剰余金の配当（中間配当）     △339   △339 

取締役賞与金（注）     △75   △75 

土地再評価差額金の取崩     △268   △268 

当期純利益     3,281   3,281 

自己株式の取得       △5 △5 

自己株式の処分   0   92 92 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

－ 0 1,844 87 1,932 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,127 7,668 29,797 △175 47,418 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6,553 － △844 5,709 761 51,956 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当（注）       －   △752 

剰余金の配当（中間配当）       －   △339 

取締役賞与金（注）       －   △75 

土地再評価差額金の取崩     268 268   － 

当期純利益       －   3,281 

自己株式の取得       －   △5 

自己株式の処分       －   92 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

329 △44   284 8 293 

連結会計年度中の変動額合計
（百万円） 

329 △44 268 553 8 2,494 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,882 △44 △575 6,262 770 54,450 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  2,677 1,053 6,679 

減価償却費   2,286 2,296 4,572 

のれん償却額   434 427 866 

貸倒引当金の増減額   △86 15 △138 

工事損失引当金の増減額   8 37 － 

賞与引当金の増減額   71 △139 190 

役員賞与引当金の増減額   34 △37 77 

退職給付引当金の増減額   △451 △483 △1,098 

受取利息及び受取配当金   △440 △452 △890 

支払利息   575 584 1,156 

有形固定資産売却益   △5 △7 △31 

有形固定資産除却損及び
売却損 

  156 146 392 

減損損失   122 341 253 

投資有価証券売却益   △83 △138 △451 

投資有価証券評価損   0 0 15 

売上債権の増減額   766 4,304 △4,044 

棚卸資産の増減額   △3,423 △2,753 △745 

その他流動資産の増減額   1,245 311 1,742 

仕入債務の増減額   19,004 593 27,073 

その他流動負債の増減額   2,336 12 1,320 

役員賞与の支払額   △75 － △75 

その他   △99 △424 △217 

小計   25,055 5,687 36,647 

利息及び配当金の受取額   443 453 891 

利息の支払額   △544 △591 △1,150 

法人税等の支払額   △686 △2,294 △1,476 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  24,268 3,255 34,911 

 



   

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △1,487 △1,767 △3,013 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  1,341 1,555 3,414 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △1,500 △1,766 △3,165 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  182 24 396 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △110 △278 △592 

その他   236 △795 506 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,337 △3,027 △2,454 

         

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

       

短期借入金の純増減額   △134 101 △644 

長期借入による収入   35 3,500 1,145 

長期借入金の返済による
支出 

  △1,644 △1,127 △4,523 

転換社債の償還による支
出 

  － △5,085 － 

自己株式の取得および売
却額 

  △1 △5 △5 

ストックオプションの権
利行使による収入 

  83 － 92 

少数株主への配当金の支
払 

  － △12 － 

配当金の支払額   △752 △490 △1,092 

その他   8 － － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,406 △3,120 △5,027 

         

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額 

  20,524 △2,892 27,429 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  10,204 37,636 10,204 

Ⅵ 新規連結子会社の現金及び
現金同等物の期首残高 

  － － 3 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
（期末）残高 

※ 30,728 34,743 37,636 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項      

(1）連結子会社 連結子会社数 31社 連結子会社数 32社 連結子会社数 32社

   主要な連結子会社名 三愛プ

ラント工業㈱、九州三愛石油

㈱、東京三愛石油㈱、近畿三愛

石油㈱、北陸三愛石油㈱、中部

三愛石油㈱、栃木三愛石油㈱、

関東サンエル㈱、九州サンエル

㈱、東洋理研㈱、キグナス石油

㈱ 

 なお、連結子会社である㈱府

内オートは清算結了により連結

の範囲から除いている。 

 主要な連結子会社名 三愛プ

ラント工業㈱、九州三愛石油

㈱、東京三愛石油㈱、近畿三愛

石油㈱、北陸三愛石油㈱、中部

三愛石油㈱、関東三愛石油㈱、

三愛オブリガス東日本㈱、三愛

オブリガス九州㈱、東洋理研

㈱、キグナス石油㈱ 

 なお、連結子会社である栃木

三愛石油㈱は関東三愛石油㈱に

商号変更した。 

 主要な連結子会社名 三愛プ

ラント工業㈱、九州三愛石油

㈱、東京三愛石油㈱、近畿三愛

石油㈱、北陸三愛石油㈱、中部

三愛石油㈱、栃木三愛石油㈱、

三愛オブリガス東日本㈱、三愛

オブリガス九州㈱、東洋理研

㈱、キグナス石油㈱ 

 なお、連結子会社であった㈱

府内オートは清算結了したため

連結の範囲から除いており、非

連結子会社であった筑邦石油㈱

は三愛石油カスタマーサービス

㈱に商号変更し、重要性が増し

たことにより連結の範囲に含め

ることとした。 

 また、月金石油販売㈱はみち

のく三愛石油㈱へ商号変更し、

当社のガス卸売販売事業を分離

し移管したことに伴い関東サン

エル㈱は三愛オブリガス東日本

㈱へ、中国サンエル㈱は三愛オ

ブリガス中国㈱へ、九州サンエ

ル㈱は三愛オブリガス九州㈱へ

商号変更している。 

(2）非連結子会社 非連結子会社㈲三愛平和ビル

管理ほか２社の総資産、売上

高、中間純損益のうち持分に見

合う額および利益剰余金等のう

ち持分に見合う額のそれぞれの

合計額は、連結会社の総資産、

売上高、中間純損益および利益

剰余金等のそれぞれの合計額に

対していずれも小規模であり、

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないので連結の範囲か

ら除いている。 

なお、非連結子会社である筑

邦石油㈱は三愛石油カスタマー

サービス㈱へ商号変更した。 

非連結子会社㈱オブリ三愛ビ

ル管理ほか１社の総資産、売上

高、中間純損益のうち持分に見

合う額および利益剰余金等のう

ち持分に見合う額のそれぞれの

合計額は、連結会社の総資産、

売上高、中間純損益および利益

剰余金等のそれぞれの合計額に

対していずれも小規模であり、

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないので連結の範囲か

ら除いている。 

非連結子会社㈱オブリ三愛ビ

ル管理ほか１社の総資産、売上

高、当期純損益のうち持分に見

合う額および利益剰余金等のう

ち持分に見合う額のそれぞれの

合計額は、連結会社の総資産、

売上高、当期純損益および利益

剰余金等のそれぞれの合計額に

対していずれも小規模であり、

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないので連結の範囲から除

いている。 

なお、㈲三愛平和ビル管理は

㈱オブリ三愛ビル管理へ組織変

更および商号変更している。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用関連会社  １社 

関連会社名 

フレンドリーサービスネット

㈱ 

(1）同左 (1）同左 

  (2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈲三愛平和ビル管理

ほか２社）および関連会社（関

東愛石輸送㈱ほか１社）につい

ては、それぞれ中間純損益およ

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外している。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱オブリ三愛ビル管

理他１社）および関連会社(鳥栖

プロパン㈱）については、それ

ぞれ中間純損益および利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外している。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社(㈱オブリ三愛ビル管理

他１社）および関連会社（鳥栖

プロパン㈱）については、それ

ぞれ当期純損益および利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないためこれらの会社に対する

投資については、持分法を適用

せず原価法により評価してい

る。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社のうち、月金石油

販売㈱の中間決算日は６月30日

で中間連結決算日と異なってい

るため、中間連結財務諸表の作

成にあたり９月30日の仮決算

（正規の決算に準ずる合理的な

手続による決算）に基づく財務

諸表を使用している。 

他の連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と同一で

ある。 

すべての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日と同

一である。 

 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と同一である。 

  なお、みちのく三愛石油㈱は  

当連結会計年度より決算日を３

月31日に変更している。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法に基づく原価

法 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は主として移動

平均法により算定してい

る） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は主として移動平

均法により算定してい

る） 

  時価のないもの 

…移動平均法に基づく原価

法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

…同左 

(2）デリバティブ 

…同左 

  (3）棚卸資産 

未成工事支出金 

…個別法に基づく原価法 

(3）棚卸資産 

未成工事支出金 

…同左 

(3）棚卸資産 

未成工事支出金 

…同左 

  その他の棚卸資産 

…主として移動平均法に基

づく原価法 

 一部の連結子会社におい

ては総平均法に基づく低

価法 

その他の棚卸資産 

…同左 

その他の棚卸資産 

…同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

羽田空港航空機給油施設のう

ち構築物、機械及び装置、佐賀

空港および神戸空港における給

油設備、都市ガス供給設備、天

然ガス導管事業設備、天然ガス

供給設備および賃貸マンション

ならびに平成10年４月１日以降

取得の建物（附属設備を除く）

については定額法 

 上記以外については定率法 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物及び構築物 

15年～50年 

機械装置及び運搬具 

     ５年～13年 

(1）有形固定資産 

主として定率法（だだし、羽

田空港航空機給油施設のうち構

築物、機械及び装置、佐賀空港

および神戸空港における給油設

備、都市ガス供給設備、天然ガ

ス導管事業設備、天然ガス供給

設備および賃貸マンションなら

びに平成10年４月１日以降取得

の建物（附属設備を除く）につ

いては定額法） 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物及び構築物 

15年～50年 

機械装置及び運搬具 

     ５年～13年 

(1）有形固定資産 

 羽田空港航空機給油施設のう

ち構築物、機械及び装置、佐賀

空港および神戸空港における給

油設備、都市ガス供給設備、天

然ガス導管事業設備、天然ガス

供給設備および賃貸マンション

ならびに平成10年４月１日以降

取得の建物（附属設備を除く）

については定額法 

 上記以外については定率法 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物及び構築物 

15年～50年 

機械装置及び運搬具 

     ５年～13年 

  ───── （中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変

更)    

 法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号）およ

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令83号)）に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ている。    

 この結果、従来の方法に比べ

て、売上総利益が０百万円、営

業利益、経常利益および税金等

調整前中間純利益が９百万円そ

れぞれ減少している。    

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載している。 

───── 

  ───── （追加情報) 

 当社および連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に

含めて計上している。 

 この結果、従来の方法に比

べ、売上総利益が１百万円、営

業利益、経常利益および税金等

調整前中間純利益が44百万円そ

れぞれ減少している。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に

記載している。 

───── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産 

…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 天然ガス転換に係る開発費は

旧商法施行規則に定める最長期

間（５年）による均等額償却を

行なっている。 

同左 同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、当中間連結会計期間負担分

について賞与計算規程に基づく

支給見込額を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度負担分につ

いて賞与計算規程に基づく支給

見込額を計上している。 

  (3）完成工事補償引当金 

 一部の連結子会社において、

工事補修の支払に備えるため、

実績による支出割合に基づいて

支出見込額を計上している。 

(3）完成工事補償引当金 

 同左 

(3）完成工事補償引当金 

 同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。 

なお、会計基準変更時差異

（59億13百万円）については、

15年による均等額を費用処理し

ている。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による

定率法により費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（９年）に

よる定率法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

いる。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（59億13百万円）については15

年による均等額を費用処理して

いる。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による

定率法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（９年）に

よる定率法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

いる。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 当社および一部の連結子会社

において、役員に対する退職慰

労金の支出に充てるため、内規

に基づく当中間連結会計期間末

要支給額を計上している。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 当社および一部の連結子会社

において、役員に対する退職慰

労金の支出に充てるため、内規

に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上している。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）訴訟等引当金 

 一部の連結子会社において、

訴訟等に係る損失に備えるた

め、その経過等の状況に基づく

損失負担見込額を計上してい

る。 

(6）訴訟等引当金 

同左 

(6）訴訟等引当金 

 同左 

  (7）特別修繕引当金 

一部の連結子会社において、

油槽等の開放検査及び修理に係

る費用について当中間連結会計

期間末までの見積額を計上して

いる。 

(7）特別修繕引当金 

同左 

(7）特別修繕引当金 

一部の連結子会社において、

油槽等の開放検査及び修理にか

かる費用について当連結会計年

度末までの見積額を計上してい

る。 

  (8）工事損失引当金 

一部の連結子会社において、

当中間連結会計期間末手持工事

のうち損失の発生が見込まれる

ものについて、将来の損失に備

えるため、その損失見込額を計

上している。 

(8）工事損失引当金 

同左 

───── 

  (9）役員賞与引当金 

当社および一部の連結子会社

において、役員に対する賞与の

支出に充てるため、当連結会計

期間における支給見込額に基づ

き、当中間連結会計期間に見合

う額を計上している。 

(9）役員賞与引当金 

同左 

(9）役員賞与引当金 

当社および一部の連結子会社

において、役員に対する賞与の

支出に充てるため、当連結会計

年度に係る支給見込額を計上し

ている。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。ただし、金利スワップにつ

いては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理によっ

ている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

…商品スワップおよび金利

スワップ 

 b．ヘッジ対象 

…石油製品の予定取引およ

び借入金  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する権

限規程および限度額等を定めた

内部規程に基づき、商品価格や

金利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしている。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 商品スワップについては、ヘ

ッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断している。な

お、金利スワップについては特

例処理によっているため、有効

性の評価は省略している。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は、すべて税抜方式によ

っている。なお、「仮払消費

税」と「仮受消費税」は相殺の

うえ、流動負債「その他」に含

めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は、すべて税抜方式によ

っている。 

  (2）法人税等の会計処理 

中間連結会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている圧縮特別勘定積立金の積

立ておよび償却資産圧縮積立

金、特別償却準備金の取崩しを

前提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算している。 

(2）法人税等の会計処理 

中間連結会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている償却資産圧縮積立金およ

び特別償却準備金の取崩しを前

提として、当中間連結会計期間

に係る金額を計算している。  

───── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

いる。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計基準第４号）を

適用している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利

益、経常利益および税金等調整前中間純利

益が、34百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は当

該箇所に記載している。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

    当中間連結会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）および「貸借対対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準提要指針第８号）を

適用している。   

   これによる損益に与える影響はない。 

   なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は507億69百万円である。 

    前中間連結会計期間において「流動負

債」の「その他」に表示していた「繰延ヘ

ッジ利益」は、当中間連結会計期間から税

効果調整後の金額を「評価・換算差額等」

の内訳科目の「繰延ヘッジ損益」として表

示している。  

   なお、前中間連結会計期間の繰延ヘッジ

利益について、当中間連結会計期間と同様

の方法によった場合の金額は１億92百万円

である。  

   中間連結財務諸表規則の改正により、当

中間連結会計期間における中間連結財務諸

表は、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成している。 

  

───── （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号）を適用

している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利

益、経常利益および税金等調整前当期純利

益が、それぞれ77百万円減少している。 

なお、セグメント情報に与える影響は当

該箇所に記載している。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

    当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）および「貸借対対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準提要指針第８号）を適用

している。   

   これによる損益に与える影響はない。 

   なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は537億25百万円である。 

    前連結会計年度において「流動負債」の

「その他」に表示していた「繰延ヘッジ利

益」は、当連結会計年度から税効果調整後

の金額を「評価・換算差額等」の内訳科目

の「繰延ヘッジ損益」として表示してい

る。  

   なお、前連結会計年度の繰延ヘッジ利益

について、当連結会計年度と同様の方法に

よった場合の金額は１億11百万円である。  

   連結財務諸表規則の改正により、当連結

会計年度における連結財務諸表の純資産の

部は、改正後の連結財務諸表規則により作

成している。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において「無形固定資産」に表示していた

「連結調整勘定」および「その他」に含まれていた「営業権」は、

当中間連結会計期間から「のれん」として表示している。 

なお、当中間連結会計期間における「連結調整勘定」の金額は88

億26百万円で、「営業権」の金額は４億６百万円である。 

（中間連結貸借対照表） 

 従来、内国法人の発行する譲渡性預金（当中間連結会計期間末68

億円、前連結会計年度末30億円、前中間連結会計期間末残高はな

い）は、「現金及び預金」に含めて表示していたが、「金融商品会

計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号、平成12年１月

31日公表、最終改正平成19年７月４日）の改正に伴い、当中間連結

会計期間から「有価証券」に含めて表示している。 

（中間連結キャッシュ・フロー） 

 前中間連結会計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた「連結調整勘定償却額」および

「減価償却費」に表示していた「営業権」の償却額は、当中間連結

会計期間から「のれん償却額」として表示している。 

 なお、前中間連結会計期間における「連結調整勘定償却額」の金

額は３億31百万円で、「営業権」の償却額は１億２百万円である。 

───── 
    

  

  

  

  

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

46,552 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

49,007 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

47,805 

※２(イ）担保に供している資産 ※２(イ）担保に供している資産 ※２(イ）担保に供している資産 

  (百万円)

建物及び構築物 12,687(11,249)

機械装置及び運

搬具 
3,255( 2,651)

土地 10,336( 3,506)

その他 7(  －)

投資有価証券 17,247(  －)

計 43,535(17,406)

  (百万円)

建物及び構築物 2,193(   632)

機械装置及び運

搬具 
  647(    76)

土地    8,081( 1,453)

その他  5(  －)

投資有価証券   18,836(  －)

計   29,765( 2,162)

  (百万円)

建物及び構築物  12,694(11,213)

機械装置及び運

搬具 
 2,957( 2,384)

土地  10,134( 3,506)

その他 6(  －)

投資有価証券  19,176(  －)

計 44,968( 17,104)

(ロ）担保資産に対応する債務 (ロ）担保資産に対応する債務 (ロ）担保資産に対応する債務 

  （百万円）

支払手形及び

買掛金 
43,398( 1,461)

長期借入金 

(１年内の返済

予定を含む) 

2,572( 1,833)

計 45,971( 3,295)

  （百万円）

支払手形及び

買掛金 
  48,540( 1,600)

長期借入金 

(１年内の返済

予定を含む) 

   182(    －)

計   48,723( 1,600)

  （百万円）

支払手形及び

買掛金 
  44,944(   799)

長期借入金 

(１年内の返済

予定を含む) 

 1,868( 1,672)

計   46,813( 2,471)

 上記のうち（ ）内で内数表示し

た金額は、工場財団抵当ならびに当

該債務を示している。 

 上記のうち（ ）内で内数表示し

た金額は、工場財団抵当ならびに当

該債務を示している。 

 また、上記のほか先物取引証拠品

などの代用として、有価証券496百

万円を差し入れている。 

 上記のうち（ ）内で内数表示し

た金額は、工場財団抵当ならびに当

該債務を示している。 

３ 受取手形の裏書譲渡高 ３ 受取手形割引高および受取手形の裏書

譲渡高 

３ 受取手形割引高および受取手形の裏書

譲渡高 

  （百万円）

  受取手形の裏書譲渡高 5 

  （百万円）

受取手形割引高 3 

受取手形の裏書譲渡高 0 

  （百万円）

受取手形割引高 12 

    受取手形の裏書譲渡高 1 

※４ 繰延資産（開発費） 

 連結子会社である佐賀ガス株式会は、

平成17年度より高カロリーのクリーンで

より安全な天然ガスの供給を開始してい

る。天然ガスは、その設備の維持管理が

容易であり、供給カロリーが高いため供

給能力が大幅に増大する等設備投資が大

幅に合理化され、将来の設備負担が大き

く軽減されることが期待される。 

このような天然ガス供給体制を確立す

るために特別に支出した金額は、近い将

来にその効果を発揮する収益の源泉とな

る性格のものであり、潜在的収益力を有

するものと考えられ、旧商法施行規則第

37条に基づく開発費に該当するので、当

該金額については同規則に定める最長期

間（５年）による均等額償却を行い、そ

の金額は販売費及び一般管理費に計上し

ている。 

※４ 繰延資産（開発費） 

 同左 

※４ 繰延資産（開発費） 

 同左 

５ 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と特定融資

枠契約を締結している。 

───── ───── 

  （百万円）

特定融資枠契約の総額 10,000 

借入実行残高 － 

差引額 10,000 

   

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 ※６ 国庫補助金等の受入れにより、有形固

定資産の取得価額から控除している圧縮

記帳額は97百万円である。 

 （建物及び構築物20百万円、機械装置及び

運搬具76百万円） 

※６ 同左 ※６ 同左 

７ 偶発債務 

 下記のとおり債務保証を行っている。 

７ 偶発債務 

 下記のとおり債務保証を行っている。 

７ 偶発債務 

 下記のとおり債務保証を行っている。 

相手先 金額(百万円) 内容 

みずほ銀行
他 

7 
従業員 

住宅ローン

その他３件 3 
リース 
保証 

計 11 － 

相手先 金額(百万円) 内容 

中九州ガス
事業共同 
組合 

499 借入金 

金井石油㈱ 8 軽油引取税

その他 7 
従業員 

住宅ローン
リース保証

計 515 － 

相手先 金額(百万円) 内容 

中九州ガス
事業共同 
組合 

499 借入金 

その他 9 
従業員 

住宅ローン
リース保証

計 508 － 

※８ 訴訟等引当金 

連結子会社であるキグナス石油㈱は防

衛庁に納入する石油製品の入札に関し、

公正取引委員会から独占禁止法の定めに

基づく排除勧告を受け応諾したが、同件

に関し平成17年12月29日に防衛庁より不

当利得返還訴訟が提起され現在係争中で

ある。 

※８ 訴訟等引当金 

連結子会社であるキグナス石油㈱は防

衛省に納入する石油製品の入札に関し、

公正取引委員会から独占禁止法の定めに

基づく排除勧告を受け応諾したが、同件

に関し平成17年12月29日に旧防衛庁より

不当利得返還訴訟が提起され現在係争中

である。 

※８ 訴訟等引当金 

 同左 

※９ 中間連結会計期間末日満期手形等 

(1）中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしている。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高に含まれて

いる。 

※９ 中間連結会計期間末日満期手形等 

(1）中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしている。なお、当中間連結会

計期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高に含まれて

いる。 

※９ 連結会計年度末日満期手形等 

(1）連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしている。なお、当連結会計年度の

末日は金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が当連結会

計年度末残高に含まれている。 

  （百万円）

受取手形 386

支払手形 116

  （百万円）

受取手形 362

支払手形 84

  （百万円）

受取手形 583

支払手形 123

(2）当中間連結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間連結会計

期間末日約定決済の金額が中間連結会計

期間末残高に含まれている。 

(2）当中間連結会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中間連結会計

期間末日約定決済の金額が中間連結会計

期間末残高に含まれている。 

(2）当連結会計年度の末日は金融機関の休

日であったため、次の連結会計年度末日

約定決済の金額が当連結会計年度末残高

に含まれている。 

  （百万円）

売掛金 3,989

買掛金 21,211

  （百万円）

売掛金 5,590

買掛金 26,265

流動負債・その

他（預り金） 
830

  （百万円）

売掛金 4,467

買掛金 23,173

流動負債・その

他（預り金） 
737



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

  (百万円)

   

人件費 5,508 

退職給付費用 177 

役員退職慰労引当

金繰入額 
33 

賞与引当金繰入額 1,570 

役員賞与引当金繰

入額 
34 

賃借料 2,241 

減価償却費 2,052 

のれん償却額 434 

  (百万円)

貸倒引当金繰入額 46 

人件費 5,374 

退職給付費用 194 

役員退職慰労引当

金繰入額 
34 

賞与引当金繰入額 1,554 

役員賞与引当金繰

入額 
40 

賃借料 2,236 

減価償却費 2,060 

のれん償却額 427 

  (百万円)

   

人件費 12,566 

退職給付費用 187 

役員退職慰労引当

金繰入額 
59 

賞与引当金繰入額 1,691 

役員賞与引当金繰

入額 
77 

賃借料 4,505 

減価償却費 4,100 

のれん償却額 866 

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

  (百万円)

建物及び構築物 2 

機械装置及び運搬

具 
2 

土地 0 

その他 0 

計 5 

  (百万円)

建物及び構築物 1 

機械装置及び運搬

具 
5 

計 7 

  (百万円)

建物及び構築物 2 

機械装置及び運搬

具 
3 

土地 25 

その他 0 

計 31 

※３ 固定資産除却損及び売却損の

内訳 

※３ 固定資産除却損及び売却損の

内訳 

※３ 固定資産除却損及び売却損の

内訳 

  (百万円)

（固定資産除却損）  

建物及び構築物 63 

機械装置及び運搬

具 
49 

施設利用権 13 

撤去費用 29 

その他 20 

計 177 

   

（固定資産売却損）  

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬

具 

0 

土地 32 

計 32 

  (百万円)

（固定資産除却損）  

建物及び構築物 87 

機械装置及び運搬

具 
46 

施設利用権 2 

撤去費用 80 

その他 9 

計 226 

   

（固定資産売却損）  

建物及び構築物 0 

機械装置及び運搬

具 

2 

土地 0 

その他 0 

計 3 

  (百万円)

（固定資産除却損）  

建物及び構築物 183 

機械装置及び運搬

具 
90 

施設利用権 15 

撤去費用 88 

その他 46 

計 424 

   

（固定資産売却損）  

建物及び構築物 13 

機械装置及び運搬

具 
0 

土地 82 

その他 0 

計 96 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※４ 減損損失の内訳 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上した。 

※４ 減損損失の内訳 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上した。 

※４ 減損損失の内訳 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上し

た。 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円) 

ガス事業 
広島販売エ
リア他１件 

土地 6 

投資不動
産 

北佐久郡軽
井沢町他 
１件 

土地 3 

遊休資産 川崎他９件 
土地 
建物他 

113 

合計     122 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円)

ＳＳ 
船橋ＳＳ他
４件 

土地 233 

ガス事業 
熊本市戸島
町他３件 

土地建
物等 

64 

投資不動
産 

栃木県那須
郡 

土地 0 

遊休資産 
神戸市北区
他12件 

土地 43 

合計     341 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円)

ガス事業
広島販売エ
リア他１件 

土地 6 

投資不動
産 

北佐久郡軽
井沢町他 
１件 

土地 3 

遊休資産 川崎他16 
土地 
建物他 

244 

合計     253 

当社グループは、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、ＳＳ

（サービスステーション）は１ＳＳ

毎、ＳＳ以外については基本的に管理

会計上の区分に基づいて区分し、投資

不動産および遊休資産については原則

として１物件毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（１億

22百万円）として特別損失に計上して

いる。 

減損損失の内訳は、土地１億９百万

円、建物及び構築物８百万円、その他

３百万円である。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用し、重要性

の高い資産グループの測定については

不動産鑑定評価基準に基づく評価額に

よる。 

また、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを5.0％で割り引いて算

定している。 

当社グループは、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、ＳＳ

（サービスステーション）は１ＳＳ

毎、ＳＳ以外については基本的に管理

会計上の区分に基づいて区分し、投資

不動産および遊休資産については原則

として１物件毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（３億

41百万円）として特別損失に計上して

いる。 

減損損失の内訳は、土地３億19百万

円、建物及び構築物22百万円、その他

０百万円である。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用した。  

また、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを 4.3％で割り引いて

算定している。 

当社グループは、キャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、ＳＳ

（サービスステーション）は１ＳＳ

毎、ＳＳ以外については基本的に管理

会計上の区分に基づいて区分し、投資

不動産および遊休資産については原則

として１物件毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（２億

53百万円）として特別損失に計上して

いる。 

減損損失の内訳は、土地２億40百万

円、建物及び構築物８百万円、その他 

３百万円である。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用し、重要性

の高い資産グループの測定については

不動産鑑定評価基準に基づく評価額に

よる。 

また、使用価値については将来キャッ

シュ・フローを5.0％で割り引いて算定

している。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少260千株は新

株予約権方式ストックオプション制度による権利行使によるものである。 

２ 新株予約権に関する事項 

(注）新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権方式ストックオプション制度による権利行使による

もの260千株、および権利行使期間終了に伴う消滅625千株によるものである。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる 

もの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 76,061 － － 76,061 

自己株式        

普通株式(注） 818 3 260 561 

区分 
新株予約権の
内訳 

新株予約権の目
的となる株式の
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

ストックオプ

ションとして

の新株予約権 

普通株式 912 － 885 27 － 

合計 － － － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日

定時株主総会 
普通株式 752 10.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月

14日取締役会 
普通株式 339 利益剰余金 4.5 

平成18年９月

30日 

平成18年12月

11日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

２ 新株予約権に関する事項 

  該当事項なし。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 76,061 － － 76,061 

自己株式        

普通株式(注） 541 8 － 550 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日

定時株主総会 
普通株式 490 6.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月

13日取締役会 
普通株式 377 利益剰余金 5.0 

平成19年９月

30日 

平成19年12月

10日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少287千株は新

株予約権方式ストックオプション制度による権利行使によるものである。 

２ 新株予約権に関する事項 

(注）新株予約権の当連結会計期間減少は、新株予約権方式ストックオプション制度による権利行使によるもの

287千株、および権利行使期間終了に伴う消滅625千株によるものである。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

(注）１株当たりの配当額6.5円の内訳は普通配当5.5円および記念配当１円である。 

次へ 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 76,061 － － 76,061 

自己株式        

普通株式(注） 818 10 287 541 

区分 
新株予約権の
内訳 

新株予約権の目
的となる株式の
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

ストックオプ

ションとして

の新株予約権 

普通株式 912 － 912 － － 

合計 － － － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日

定時株主総会 
普通株式 752 10.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月14日

取締役会 
普通株式 339 4.5 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
一株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月

28日定時株主

総会 

普通株式 490 利益剰余金 6.5 
平成19年３月

31日 

平成19年６月

29日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

  (百万円)

現金及び預金勘定 30,717 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△167 

有価証券に含まれ

る現金同等物 
178 

現金及び現金同等

物 
30,728 

  (百万円)

現金及び預金勘定 29,037 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△1,162 

有価証券に含まれ

る現金同等物 
6,868 

現金及び現金同等

物 
34,743 

  (百万円)

現金及び預金勘定 37,741 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△183 

有価証券に含まれ

る現金同等物 
78 

現金及び現金同等

物 
37,636 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

46 30 15 

機械装置
及び運搬
具 

3,003 1,779 1,223 

有形固定
資産・そ
の他 
(工具・
器具及び
備品) 

4,530 3,243 1,287 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

95 36 59 

合計 7,675 5,089 2,586 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 

46 36 9 

機械装置
及び運搬
具 

2,940 1,823 1,116 

有形固定
資産・そ
の他 
(工具・
器具及び
備品) 

3,928 2,609 1,318 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

86 41 45 

合計 7,000 4,511 2,489 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び
構築物 

46 33 12 

機械装置
及び運搬
具 

3,248 2,034 1,214 

有形固定
資産・そ
の他 
(工具・
器具及び
備品) 

4,912 3,603 1,309 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

98 45 53 

合計 8,306 5,717 2,589 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため支払利

子込み法により算定してい

る。 

 （注）同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法

により算定している。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

（百万円）

１年内 1,019 

１年超 1,567 

合計 2,586 

（百万円）

１年内 844 

１年超 1,644 

合計 2,489 

（百万円）

１年内 945 

１年超 1,643 

合計 2,589 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法

により算定している。 

 （注）同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定し

ている。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（百万円）

支払リース料 588 

減価償却費相当額 588 

（百万円）

支払リース料 550 

減価償却費相当額 550 

（百万円）

支払リース料 1,206 

減価償却費相当額 1,206 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零または残価

保証額とする定額法によって

いる。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

（百万円）

１年内 12 

１年超 25 

合計 37 

（百万円）

１年内 24 

１年超 53 

合計 78 

（百万円）

１年内 19 

１年超 44 

合計 63 

（減損損失について） 

リース資産に分配された減損損

失はない。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種  類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

時価 
（百万円）

差 額 
（百万円）

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差 額 
（百万円）

(1）国債・

地方債

等 

203 254 50 699 740 41 698 745 46 

(2）社 債 150 150 △0 － － － － － － 

(3）その他 200 201 0 － － － － － － 

合  計 554 605 51 699 740 41 698 745 46 

種  類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差 額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差 額 
（百万円）

(1）株 式 15,530 25,229 9,698 15,433 26,295 10,862 15,061 26,754 11,692 

(2）債 券                  

社 債 267 267 △0 173 173 0 235 235 0 

その他  － － － 181 180 △1 181 179 △2 

合  計 15,798 25,496 9,698 15,788 26,649 10,861 15,478 27,169 11,690 

 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

（百万円） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

（百万円） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

（百万円） 

子会社株式および関連

会社株式 
298 12 17 

その他有価証券      

非上場株式 380 377 377 

その他 178 6,868 78 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

（注）１．市場取引の中間連結会計期間末時価は、当該市場の最終価格に基づいている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

（注）１．市場取引以外の取引の中間連結会計期間末時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいている。

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

（注）１．市場取引以外の取引の中間連結会計期間末時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいている。

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

      ３. 金利スワップの支払部分については、為替相場の変動に応じて金利が変動する条件が付されている。 

種類 契約額（百万円） 
契約額のうち1年超 

（百万円） 
時価（百万円） 評価損益（百万円）

市場取引        

 商品先物取引        

  石油製品        

   買建 5 － 5 △0 

種類 契約額（百万円） 
契約額のうち1年超 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引        

 スワップ取引        

  石油製品        

   受取固定・支払変動 48 － △3 △3 

   受取変動・支払固定 53 － △1 △1 

  合計 101 － △4 △4 

種類 契約額（百万円） 
契約額のうち1年超 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引        

 スワップ取引        

  石油製品        

   受取固定・支払変動 64 － △2 △2 

   受取変動・支払固定 72 － △0 △0 

    金利スワップ取引         

    受取固定・支払固定 3,000 3,000 △70 △70 

  合計 3,136 3,000 △73 △73 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

（注）１．市場取引の当連結会計年度末時価は、当該市場の最終価格に基づいている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

（注）１．市場取引以外の取引の当連結会計年度末時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいている。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

      ３. 支払部分については、為替相場の変動に応じて金利が変動する条件が付されている。 

種類 契約額（百万円） 
契約額のうち1年超 

（百万円） 
時価（百万円） 評価損益（百万円）

市場取引        

 商品先物取引        

  石油製品        

   買建 214 － 226 12 

  合計 214 － 226 12 

種類 契約額（百万円） 
契約額のうち1年超 

（百万円） 
時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外の取引        

 金利スワップ取引        

   受取固定・支払固定 3,000 3,000 △42 △42 

  合計 3,000 3,000 △42 △42 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
石油関連事
業 
（百万円） 

ガス関連事
業(百万円) 

航空関連事
業他 
（百万円） 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 341,394 21,539 5,495 368,429 － 368,429 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
602 19 405 1,027 △1,027 － 

計 341,996 21,559 5,900 369,457 △1,027 368,429 

営業費用 339,888 21,053 4,717 365,660 △158 365,501 

営業利益 2,107 506 1,182 3,797 △869 2,928 

 
石油関連事
業 
（百万円） 

ガス関連事
業(百万円) 

航空関連事
業他 
（百万円） 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 362,650 24,200 5,583 392,435 － 392,435 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
632 15 531 1,178 △1,178 － 

計 363,283 24,215 6,115 393,614 △1,178 392,435 

営業費用 361,982 23,718 5,167 390,867 △184 390,683 

営業利益 1,300 497 948 2,746 △994 1,751 

 
石油関連事
業 
(百万円) 

ガス関連事
業(百万円) 

航空関連事
業他 
(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 731,848 46,992 12,742 791,583 － 791,583 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,430 91 2,096 3,618 △3,618 － 

計 733,279 47,083 14,839 795,202 △3,618 791,583 

営業費用 728,281 45,781 12,323 786,386 △1,847 784,538 

営業利益 4,997 1,301 2,515 8,815 △1,770 7,044 



 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品および役務の種類、販売経路の類似性等を勘案し区分している。 

２．各事業区分の主要製品又は事業内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間９億６百万

円、当中間連結会計期間10億17百万円および前連結会計年度18億31百万円であり、その主なものは当社本社の

総務・情報システム部門等の管理部門に係る費用である。 

４．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より法人税

法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）および(法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第８３号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業費用が「石油関連事業」で６百万円、「ガス関連事業」で１百万円、

「航空関連事業他」で１百万円および「消去又は全社」で０百万円それぞれ増加し、営業利益が同額減少して

いる。 

また、当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業費用が「石油関連事業」で30百万円、「ガス関連事業」で９百万円、

「航空関連事業他」で４百万円および「消去又は全社」で０百万円それぞれ増加し、営業利益が同額減少して

いる。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度における本邦以外の国または地域に所在する

連結子会社および在外支店がないため、該当事項はない。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項は

ない。 

事業区分 主要製品又は事業内容 

石油関連事業 
揮発油・灯油・軽油・重油等石油製品の販売・保管・出荷、化学製品

の製造・販売 

ガス関連事業 ＬＰガスの販売、天然ガスの販売、都市ガスの販売、ガス機器の販売 

航空関連事業他 
航空燃料の保管・給油、金属表面処理、建物付帯設備の請負工事、不

動産賃貸他 



（１株当たり情報） 

(注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

(注）株数は千株未満を切捨てして表示している。 

（重要な後発事象） 

     該当事項なし。 

(2）【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 673.52円

１株当たり中間純利益 15.50円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
14.70円

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載していない。 

１株当たり純資産額 700.85円

１株当たり中間純利益 0.90円

１株当たり純資産額  710.81円

１株当たり当期純利益  43.51円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
41.07円

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益   （百万円） 1,167 67 3,281 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）       
1,167 67 3,281 

期中平均株式数（千株） 75,332 75,515 75,427 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
     

中間（当期）純利益調整額（百万円） 27 － 54 

（うち社債利息（税額相当額控除

後）） 
(    27) (    －) (    54) 

（うち営業外費用その他（うち税額

相当額控除後）） 
     (     0) (    －) (     0) 

普通株式増加数（千株） 5,931 － 5,797 

（うち転換社債） ( 5,608) (    －) ( 5,608) 

（うち新株予約権） (   322) (    －) (   188) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

───── 第４回転換社債（額面

総額50億85百万円）。 

───── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   26,313     25,363     34,086    

２．受取手形 ※６ 2,158     1,233     1,556    

３．売掛金 ※６ 25,444     25,907     24,129    

４．有価証券   －     6,800     －    

５．棚卸資産   1,204     474     559    

６．その他   1,818     3,757     4,360    

貸倒引当金   △551     △921     △862    

流動資産合計     56,387 41.1   62,615 43.7   63,829 44.1 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 
※２,
※５ 

3,845     3,694     3,749    

(2）構築物 
※２,
※５ 

11,460     11,347     11,458    

(3）機械及び装置 
※２,
※５ 

6,324     5,764     6,125    

(4）土地 ※２ 13,411     13,099     13,188    

(5）その他   845     574     390    

有形固定資産合
計   35,887   26.1 34,481   24.1 34,911   24.1 

２．無形固定資産                    

(1）のれん   394     262     333    

(2）ソフトウェア   192     239     220    

(3）その他   318     237     256    

無形固定資産合
計   906   0.7 739   0.5 811   0.6 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 42,823     44,383     44,219    

(2）長期貸付金   800     743     798    

(3）その他   1,544     1,327     1,445    

貸倒引当金   △887     △921     △1,022    

関係会社投資
損失引当金   △224     △224     △224    

投資その他の資
産合計   44,056   32.1 45,308   31.7 45,217   31.2 

固定資産合計     80,850 58.9   80,528 56.3   80,940 55.9 

資産合計     137,238 100.0   143,144 100.0   144,770 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金 
※２,
※６ 

14,779     16,539     16,394    

２．短期借入金   23,294     30,279     27,881    

３．１年内返済予定長
期借入金 

※２ 3,437     2,196     1,509    

４．１年内償還予定転
換社債   5,085     －     5,085    

５．未払法人税等   989     622     1,599    

６．賞与引当金   675     603     695    

７．役員賞与引当金   21     22     42    

８．その他   3,967     3,831     4,083    

流動負債合計     52,249 38.1   54,094 37.8   57,291 39.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   12,150     12,150     12,150    

３．長期借入金 ※２ 13,121     15,325     13,373    

４．退職給付引当金   2,773     2,231     2,490    

５．役員退職慰労引当
金   355     215     374    

６．関係会社事業損失
引当金   120     73     73    

７．その他   7,491     8,274     8,228    

固定負債合計     36,012 26.2   38,271 26.7   36,691 25.3 

負債合計     88,261 64.3   92,365 64.5   93,982 64.9 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     10,127 7.4   10,127 7.1   10,127 7.0 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   2,531     2,531     2,531    

(2）その他資本剰余
金   5,056     5,056     5,056    

資本剰余金合計     7,588 5.5   7,588 5.3   7,588 5.2 

３．利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金                    

土地減価積立金   48     46     46    

償却資産圧縮積
立金   643     668     668    

土地圧縮積立金   55     55     55    

特別償却準備金   504     432     432    

別途積立金   21,000     21,000     21,000    

繰越利益剰余金   4,811     5,646     5,280    

利益剰余金合計     27,064 19.7   27,850 19.4   27,484 19.0 

４．自己株式     △180 △0.1   △181 △0.1   △175 △0.1 

５．自己株式申込証拠
金     8 0.0   － －   － － 

株主資本合計     44,607 32.5   45,384 31.7   45,024 31.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     5,380 3.9   6,167 4.3   6,504 4.5 

２．繰延ヘッジ損益     △2 △0.0   － －   1 0.0 

３．土地再評価差額金     △1,009 △0.7   △772 △0.5   △742 △0.5 

評価・換算差額等合計     4,368 3.2   5,394 3.8   5,763 4.0 

純資産合計     48,976 35.7   50,779 35.5   50,787 35.1 

負債純資産合計     137,238 100.0   143,144 100.0   144,770 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     139,208 100.0   138,290 100.0   292,263 100.0 

Ⅱ 売上原価     129,115 92.7   130,100 94.1   273,201 93.5 

売上総利益     10,092 7.3   8,189 5.9   19,062 6.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   7,712 5.6   6,325 4.6   14,385 4.9 

営業利益     2,380 1.7   1,864 1.3   4,677 1.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   235     270     506    

２．その他   407     473     1,117    

営業外収益合計     643 0.5   743 0.5   1,624 0.6 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   235     257     471    

２．社債利息   118     119     236    

３．その他   65     119     176    

営業外費用合計     419 0.3   495 0.3   884 0.3 

経常利益     2,603 1.9   2,112 1.5   5,416 1.9 

Ⅵ 特別利益 ※２   72 0.0   39 0.0   143 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３   310 0.2   344 0.2   1,044 0.4 

税引前中間(当期)
純利益     2,365 1.7   1,806 1.3   4,515 1.5 

法人税、住民税及
び事業税   900     520     2,004    

法人税等調整額   93 993 0.7 459 979 0.7 113 2,117 0.7 

中間(当期)純利益     1,372 1.0   826 0.6   2,398 0.8 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

自己株
式申込
証拠金 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

土地減
価積立
金 

償却資
産圧縮
積立金 

圧縮特
別勘定
積立金 

土地圧
縮積立
金 

特別償
却準備
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 48 505 236 － － 21,000 4,707 26,498 △262 － 43,950 

中間会計期間中の変動額                              
剰余金の配当（注）       －             △752 △752     △752 

取締役賞与金（注）       －             △51 △51     △51 

土地再評価差額金の取崩       －             △2 △2     △2 

償却資産圧縮積立金の積立（注）       －   181         △181 －     － 

償却資産圧縮積立金の取崩（注）       －   △43         43 －     － 

圧縮特別勘定積立金の取崩（注）       －     △236       236 －     － 

土地圧縮積立金の積立（注）       －       55     △55 －     － 

特別償却準備金の積立（注）       －         504   △504 －     － 

中間純利益       －             1,372 1,372     1,372 

自己株式の取得       －               － △1   △1 

自己株式の処分     0 0               － 83 8 92 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）       －               －     － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

－ － 0 0 － 137 △236 55 504 － 104 565 81 8 656 

平成18年９月30日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 48 643 － 55 504 21,000 4,811 27,064 △180 8 44,607 

  評価・換算差額等 

純資産
合計  

その他
有価証
券評価
差額金 

繰延ヘ
ッジ損
益 

土地再
評価差
額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 6,118 － △1,011 5,106 49,057 

中間会計期間中の変動額          
剰余金の配当（注）       － △752 

取締役賞与金（注）       － △51 

土地再評価差額金の取崩     2 2 － 

償却資産圧縮積立金の積立（注）       － － 

償却資産圧縮積立金の取崩（注）       － － 

圧縮特別勘定積立金の取崩（注）       － － 

土地圧縮積立金の積立（注）       － － 

特別償却準備金の積立（注）       － － 

中間純利益       － 1,372 

自己株式の取得       － △1 

自己株式の処分       － 92 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

△737 △2   △740 △740 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△737 △2 2 △737 △80 

平成18年９月30日 残高（百万円） 5,380 △2 △1,009 4,368 48,976 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

土地減
価積立
金 

償却資
産圧縮
積立金 

土地圧
縮積立
金 

特別償
却準備
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成19年３月31日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 46 668 55 432 21,000 5,280 27,484 △175 45,024 

中間会計期間中の変動額                          
剰余金の配当       －           △490 △490   △490 

土地再評価差額金の取崩       －           29 29   29 

中間純利益       －           826 826   826 

自己株式の取得       －             － △5 △5 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）       －             －   － 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

－ － － － － － － － － 365 365 △5 359 

平成19年９月30日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 46 668 55 432 21,000 5,646 27,850 △181 45,384 

  評価・換算差額等 

純資産
合計  

その他
有価証
券評価
差額金 

繰延ヘ
ッジ損
益 

土地再
評価差
額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,504 1 △742 5,763 50,787 

中間会計期間中の変動額          
剰余金の配当       － △490 

土地再評価差額金の取崩     △29 △29 － 

中間純利益       － 826 

自己株式の取得       － △5 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

△336 △1   △338 △338 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△336 △1 △29 △368 △8 

平成19年９月30日 残高（百万円） 6,167 － △772 5,394 50,779 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

土地減
価積立
金 

償却資
産圧縮
積立金 

圧縮特
別勘定
積立金 

土地圧
縮積立
金 

特別償
却準備
金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 48 505 236 － － 21,000 4,707 26,498 △262 43,950 

事業年度中の変動額                            
剰余金の配当（注）       －             △752 △752   △752 

剰余金の配当（中間配当）        －             △339 △339   △339 

取締役賞与金（注）       －             △51 △51   △51 

土地再評価差額金の取崩       －             △269 △269   △269 

土地減価積立金の取崩       － △1           1 －   － 

償却資産圧縮積立金の積立（注）       －   181         △181 －   － 

償却資産圧縮積立金の取崩（注）       －   △43         43 －   － 

償却資産圧縮積立金の積立        －   62         △62 －   － 

償却資産圧縮積立金の取崩       －   △37         37 －   － 

圧縮特別勘定積立金の取崩（注）       －     △236       236 －   － 

土地圧縮積立金の積立（注）       －       55     △55 －   － 

特別償却準備金の積立（注）       －         504   △504 －   － 

特別償却準備金の取崩       －         △72   72 －   － 

当期純利益       －             2,398 2,398   2,398 

自己株式の取得       －               － △5 △5 

自己株式の処分     0 0               － 92 92 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）       －               －   － 

事業年度中の変動額合計（百万円） － － 0 0 △1 162 △236 55 432 － 573 986 87 1,073 

平成19年３月31日 残高（百万円） 10,127 2,531 5,056 7,588 46 668 － 55 432 21,000 5,280 27,484 △175 45,024 

  評価・換算差額等 

純資産
合計  

その他
有価証
券評価
差額金 

繰延ヘ
ッジ損
益 

土地再
評価差
額金 

評価・
換算差
額等合
計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 6,118 － △1,011 5,106 49,057 

事業年度中の変動額          
剰余金の配当（注）       － △752 

剰余金の配当（中間配当）        － △339 

取締役賞与金（注）       － △51 

土地再評価差額金の取崩     269 269 － 

土地減価積立金の取崩       － － 

償却資産圧縮積立金の積立（注）       － － 

償却資産圧縮積立金の取崩（注）       － － 

償却資産圧縮積立金の積立        － － 

償却資産圧縮積立金の取崩       － － 

圧縮特別勘定積立金の取崩（注）       － － 

土地圧縮積立金の積立（注）       － － 

特別償却準備金の積立（注）       － － 

特別償却準備金の取崩       － － 

当期純利益       － 2,398 

自己株式の取得       － △5 

自己株式の処分       － 92 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

386 1   388 388 

事業年度中の変動額合計（百万円） 386 1 269 657 1,730 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,504 1 △742 5,763 50,787 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法に基づく原価

法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定して

いる） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…事業年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

している） 

  時価のないもの 

…移動平均法に基づく原価

法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

…同左 

(2）デリバティブ 

…同左 

  (3）棚卸資産 

商品……移動平均法に基づく

原価法 

(3）棚卸資産 

商品……同左 

(3）棚卸資産 

商品……同左 

  貯蔵品…先入先出法に基づく

原価法 

貯蔵品…同左 貯蔵品…同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

羽田空港航空機給油施設のう

ち構築物、機械及び装置、天然

ガス導管事業設備、天然ガス供

給設備および賃貸マンションな

らびに平成10年４月１日以降取

得の建物（附属設備を除く）に

ついては定額法 

 上記以外については定率法 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物および構築物 

15年～50年 

機械及び装置 ５年～13年 

(1）有形固定資産 

 主として定率法（ただし、

羽田空港航空機給油施設のうち

構築物、機械及び装置、天然ガ

ス導管事業設備、天然ガス供給

設備および賃貸マンションなら

びに平成10年４月１日以降取得

の建物（附属設備を除く）は定

額法） 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物および構築物 

15年～50年 

機械及び装置 ５年～13年 

(1）有形固定資産 

羽田空港航空機給油施設のう

ち構築物、機械及び装置、天然

ガス導管事業設備、天然ガス供

給設備および賃貸マンションな

らびに平成10年４月１日以降取

得の建物（附属設備を除く）に

ついては定額法 

 上記以外については定率法 

 なお、主な耐用年数について

は以下のとおりである。 

建物および構築物 

15年～50年 

機械及び装置 ５年～13年 

  ───── （中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項の変更）  

法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）お

よび（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号））に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に

変更している。  

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益および

税引前中間純利益が２百万円そ

れぞれ減少している。  

───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ───── （追加情報）  

当社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。 

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益および

税引前中間純利益が14百万円そ

れぞれ減少している。  

───── 

  (2）無形固定資産 

…定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっている。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）関係会社投資損失引当金 

 関係会社に対する投資により

発生の見込まれる損失に備える

ため、関係会社の資産内容を勘

案して損失見込額を計上してい

る。 

(2）関係会社投資損失引当金 

同左 

(2）関係会社投資損失引当金 

同左 

  (3）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、当中間会計期間負担分につ

いて当社賞与計算規程に基づく

支給見込額を計上している。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるた

め、当期負担分について当社賞

与計算規程に基づく支給見込額

を計上している。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

（44億90百万円）については、

15年による均等額を費用処理し

ている。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による

定率法により費用処理してい

る。 

(4）退職給付引当金 

 同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（44億90百万円）については、

15年による均等額を費用処理し

ている。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による

定率法により費用処理してい

る。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（９年）に

よる定率法により翌事業年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（９年）に

よる定率法により翌事業年度か

ら費用処理することとしてい

る。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上してい

る。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

出に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上している。 

  (6）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支出に充

てるため、当事業年度における

支給見込額に基づき、当中間会

計期間に見合う額を計上してい

る。 

(6）役員賞与引当金 

同左 

(6）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出に充てる

ため、当事業年度に係る支給見込

額う額を計上している。 

  (7）関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に伴う損失に

備えるため、関係会社の財政状

態等を勘案し、債務超過額のう

ち、当該関係会社に対して計上

している貸倒引当金を超過する

金額について計上している。 

(7）関係会社事業損失引当金 

同左 

(7）関係会社事業損失引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。ただし、金利スワップにつ

いては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理によっ

ている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

…商品スワップおよび金利

スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ｂ．ヘッジ対象 

…石油製品の予定取引およ

び借入金 

   

  (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する権

限規程および限度額等を定めた

内部規程に基づき、商品価格や

金利変動リスクを一定の範囲内

でヘッジしている。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 商品スワップについては、ヘ

ッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断している。な

お、金利スワップについては特

例処理によっているため、有効

性の評価は省略している。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は、すべて税抜方式によ

っている。なお、「仮払消費

税」と「仮受消費税」は相殺の

うえ、流動負債「その他」に含

めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は、すべて税抜方式によ

っている。 

  (2）法人税等の会計処理 

中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当期

において予定している圧縮特別

勘定積立金の積立ておよび償却

資産圧縮積立金、特別償却準備

金の取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算し

ている。 

(2）法人税等の会計処理 

中間会計期間に係る納付税額

および法人税等調整額は、当期

において予定している償却資産

圧縮積立金および特別償却準備

金の取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算し

ている。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（役員賞与に関する会計基準等） 

当中間会計期間から「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号)を適用

している。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利

益、経常利益および税引前中間純利益が、

21百万円減少している。 

 ───── （役員賞与に関する会計基準等） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第４号)を適用し

ている。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益および税引前中間純利益

が、42百万円減少している。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８号)を

適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は489億78百万円である。 

前中間会計期間において「流動負債」の

「その他」に表示していた「繰延ヘッジ利

益」は、当中間会計期間から税効果調整後

の金額を「評価・換算差額等」の内訳科目

の「繰延ヘッジ損益」として表示してい

る。 

なお、前中間会計期間の繰延ヘッジ利益

について、当中間会計期間と同様の方法に

よった場合の金額は１億77百万円である。 

中間財務諸表等規則の改正により、当中

間会計期間における中間財務諸表は、改正

後の中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

  当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)および「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は507億785百万円である。 

前事業年度において「流動負債」の「そ

の他」に表示していた「繰延ヘッジ利益」

は、当中間会計期間から税効果調整後の金

額を「評価・換算差額等」の内訳科目の

「繰延ヘッジ損益」として表示してい

る。  

なお、前事業年度の繰延ヘッジ利益につ

いて、当事業年度と同様の方法によった場

合の金額は１億10百万円である。  

財務諸表等規則の改正により、当事業年

度における財務諸表の純資産の部は、改正

後の財務諸表等規則により作成している。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において「無形固定資産」の「その他」に表示して

いた「営業権」は、当中間会計期間から「のれん」と表示している。 

なお、前中間会計期間の「営業権」の金額は３億92百万円である。 

（中間貸借対照表） 

 従来、内国法人の発行する譲渡性預金（当中間会計期間末68億

円、前事業年度末30億円、前中間会計期間末残高はない）は、「現

金及び預金」に含めて表示していたが、「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号、平成12年１月31日公表、最

終改正平成19年７月４日）の改正に伴い、当中間会計期間から「有

価証券」に含めて表示している。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

29,147 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

30,800 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円）

29,948 

※２(イ）担保に供している資産 ※２(イ）担保に供している資産 ※２(イ）担保に供している資産 

  (百万円) 

建物 1,424 (1,214) 

構築物 10,500 (10,495) 

機械及び装置 2,761 (2,760) 

土地 6,430 (3,506) 

投資有価証券 15,799 (－) 

計 36,916 (17,977) 

  (百万円) 

建物 621 (442) 

構築物 211 (207) 

機械及び装置 81 (80) 

土地 4,161 (1,453) 

投資有価証券 17,462 (－) 

計 22,538 (2,184) 

  (百万円) 

建物 1,375 (1,189) 

構築物 10,507 (10,502) 

機械及び装置 2,485 (2,484) 

土地 6,214 (3,506) 

投資有価証券 17,634 (－) 

計 38,217 (17,683) 

(ロ）担保資産に対応する債務 (ロ）担保資産に対応する債務 (ロ）担保資産に対応する債務 

  (百万円) 

買掛金 1,461 (1,461) 

長期借入金 

(１年内返済予

定額を含む) 

1,833 (1,833) 

計 3,295 (3,295) 

  (百万円) 

買掛金 1,600 (1,600) 

計 1,600 (1,600) 

  (百万円) 

買掛金 799 (799) 

長期借入金 

(１年内返済予

定額を含む) 

1,672 (1,672) 

計 2,471 (2,471) 

 上記のうち（ ）内で内数表示した

金額は、工場財団抵当ならびに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内で内数表示した

金額は、工場財団抵当ならびに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内で内数表示した

金額は、工場財団抵当ならびに当該債

務を示している。 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 下記のとおり債務保証を行ってい

る。 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 下記のとおり債務保証を行ってい

る。 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 下記のとおり債務保証を行ってい

る。 

相手先 金額(百万円) 内容 

佐賀ガス㈱ 6,108 
銀行借入
保証 

その他３件 3 
リース保
証 

計 6,111 － 

相手先 金額(百万円) 内容 

佐賀ガス㈱ 5,778 
銀行借入
保証 

その他３件 2 
リース保
証 

計 5,780 － 

相手先 金額(百万円) 内容 

佐賀ガス㈱ 5,928 
銀行借入
保証 

その他３件 2 
リース保
証 

計 5,931 － 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と特定融資枠契約を

締結している。 

───── ───── 

    (百万円) 

  特定融資枠契約の総額 10,000 

  借入実行残高 － 

  差引額 10,000 

   

※５ 国庫補助金等の受入れにより、有形固

定資産の取得価額から控除している圧縮

記帳額は97百万円である。 

（建物７百万円、構築物13百万円、機械

及び装置76百万円） 

※５ 同左 ※５ 同左 

※６ 中間会計期間末日満期手形等 

(1）中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしている。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が当中間会

計期間末残高に含まれている。  

※６ 中間会計期間末日満期手形等 

(1）中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしている。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が当中間会

計期間末残高に含まれている。  

※６ 事業年度末日満期手形等 

(1）事業年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしてい

る。なお、当事業年度の末日は金融機関の休

日であったため、次の事業年度末日満期手形

が当事業年度末残高に含まれている。  

  （百万円）

受取手形 287

  （百万円）

受取手形 167

  （百万円）

受取手形 331

 



次へ 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

(2）当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間会計期間末日

約定決済の金額が当中間会計期間末残高

に含まれている。 

(2）当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間会計期間末日

約定決済の金額が当中間会計期間末残高

に含まれている。 

(2）当事業年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の事業年度末日約定決済

の金額が当事業年度末残高に含まれてい

る。 

  （百万円）

売掛金 880

買掛金 2,762

  （百万円）

売掛金 964

買掛金 2,843

  （百万円）

売掛金 948

買掛金 2,672



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 

  (百万円)

有形固定資産 1,186 

無形固定資産 201 

計 1,387 

  (百万円)

有形固定資産 1,177 

無形固定資産 144 

計 1,321 

  (百万円)

有形固定資産 2,404 

無形固定資産 403 

計 2,807 

※２ 特別利益のうち主要なもの ※２ 特別利益のうち主要なもの ※２ 特別利益のうち主要なもの 

  (百万円)

貸倒引当金戻入額 68 

  (百万円)

貸倒引当金戻入額 33 

  (百万円)

貸倒引当金戻入額 113 

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

  (百万円)

(1）固定資産除却損及び売

却損 
74 

(2）関係会社事業損失引当

金繰入額 
120 

  (百万円)

(1）固定資産除却損及び売

却損 
123 

(2）土壌汚染処理対策費  136 

  (百万円)

(1）固定資産除却損及び売

却損 
208 

(2）貸倒引当金繰入額 492 

(3）関係会社事業損失引当

金繰入額 
73 

(3）減損損失 

当中間会計期間中において、当社は

以下の資産グループについて減損損失

を計上した。 

(3）減損損失 

当中間会計期間中において、当社は

以下の資産グループについて減損損失

を計上した。 

(4）減損損失 

当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上

した。 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円) 

投資不動
産 

北佐久郡軽
井沢町他 
１件 

土地 3 

遊休資産 
川崎ガスタ
ーミナル他 
8件 

土地 
建物他 

111 

合計     115 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円)

ガス事業 
熊本市戸島
町他２件 

土地 42 

投資不動
産 

栃木県那須
郡 

土地 0 

遊休資産 
神戸市北区
他11件 

土地 42 

合計     85 

用 途 場 所 種 類 
金 額 

(百万円)

投資不動
産 

北佐久郡軽
井沢町他 
１件 

土地 3 

遊休資産
川崎ガスタ
ーミナル他 
14件 

土地 
建物他 

237 

合計     240 

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、ＳＳ（サービス

ステーション）は１ＳＳ毎、ＳＳ以外

については基本的に管理会計上の区分

に基づいて区分し、投資不動産および

遊休資産については原則として１物件

毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額（１億15百万円）

を特別損失に計上している。 

減損損失の内訳は、土地１億５百万

円、建物７百万円、構築物１百万円、

機械及び装置０百万円、その他３百万

円である。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用し、重要性

の高い資産グループの測定については

不動産鑑定評価基準に基づく評価額に

よる。 

また、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを5.0 ％で割り引いて

算定している。 

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、ＳＳ（サービス

ステーション）は１ＳＳ毎、ＳＳ以外

については基本的に管理会計上の区分

に基づいて区分し、投資不動産および

遊休資産については原則として１物件

毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額（85百万円）を特

別損失に計上している。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用した。 

また、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを4.3％で割り引いて

算定している。 

当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、ＳＳ（サービス

ステーション）は１ＳＳ毎、ＳＳ以外

については基本的に管理会計上の区分

に基づいて区分し、投資不動産および

遊休資産については原則として１物件

毎に区分している。 

予想以上の地価の下落や販売マージ

ンの悪化などによる事業環境の悪化等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額（２億40百万円）

を特別損失に計上している。 

減損損失の内訳は、土地２億27百万

円、建物７百万円、構築物１百万円、

機械及び装置０百万円、その他３百万

円である。 

なお、資産グループの回収可能価額

は主として正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額については建物

他については税法規定に基づく残存価

額を、土地については主として路線価

を基準とした評価額を使用し、重要性

の高い資産グループの測定については

不動産鑑定評価基準に基づく評価額に

よる。 

また、使用価値については将来キャ

ッシュ・フローを5.0％で割り引いて

算定している。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少260千株は新株

予約権方式ストックオプション制度による権利行使によるものである。 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによるものである。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少287千株は新株

予約権方式ストックオプション制度による権利行使によるものである。 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 818 3 260 561 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 541 8 － 550 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 （注） 818 10 287 541 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

1,126 715 410 

有形固定資
産・その他 
(工具器具
備品他) 

1,912 1,445 467 

ソフトウェ
ア 

66 32 34 

合計 3,105 2,193 912 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

1,148 826 321 

有形固定資
産・その他 
(工具器具
備品他) 

1,130 789 340 

ソフトウェ
ア 

52 30 22 

合計 2,331 1,647 684 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

1,153 788 364 

有形固定資
産・その他 
(工具器具
備品他) 

1,972 1,578 393 

ソフトウェ
ア 

65 38 27 

合計 3,191 2,405 785 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため支払利

子込み法により算定してい

る。 

 （注）同左  （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法

により算定している。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

（百万円）

１年内 382 

１年超 530 

合計 912 

（百万円）

１年内 224 

１年超 460 

合計 684 

（百万円）

１年内 294 

１年超 490 

合計 785 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法

により算定している。 

 （注）同左  （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定し

ている。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

（百万円）

支払リース料 233 

減価償却費相当額 233 

（百万円）

支払リース料 172 

減価償却費相当額 172 

（百万円）

支払リース料 471 

減価償却費相当額 471 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはない。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし

残存価額を零または残価保証

額とする定額法によってい

る。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

（百万円）

１年内 2 

１年超 3 

合計 6 

（百万円）

１年内 4 

１年超 5 

合計 9 

（百万円）

１年内 2 

１年超 2 

合計 5 

（減損損失について） 

リース資産に分配された減損損

失はない。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報） 

(注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

(注）株数は千株未満を切捨てして表示している。 

（重要な後発事象） 

  該当事項なし。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 648.58円

１株当たり中間純利益 18.21円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
17.22円

１株当たり純資産額 672.47円

１株当たり中間純利益 10.95円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
10.65円

１株当たり純資産額 672.50円

１株当たり当期純利益 31.80円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
30.20円

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益 （百万円） 1,372 826 2,398 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,372 826 2,398 

期中平均株式数（千株） 75,332 75,515 75,427 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
     

中間（当期）純利益調整額（百万円） 27 27 54 

（うち社債利息(税額相当額控除後)） (27) (26) (54) 

（うち営業外費用その他(税額相当額

控除後)） 
(0) (0) (0) 

普通株式増加数（千株） 5,931 4,674 5,797 

（うち転換社債） (5,608) (4,674) (5,608) 

（うち新株予約権） (322) （－） (188) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

―――――― ―――――― ―――――― 



(2）【その他】 

平成19年11月13日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議している。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………………377百万円 

(ロ）１株当たりの金額……………………………………５円 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成19年12月10日 

(注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行

う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

  事業年度（第76期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出 

(2）訂正発行登録書 

   平成19年６月29日関東財務局長に提出 

   平成19年12月17日関東財務局長に提出 

(3) 発行登録書 

    発行登録書（普通社債）およびその添付書類を平成19年10月12日関東財務局長に提出 

(4) 有価証券報告書の訂正報告書  

    訂正報告書（上記（１）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年11月６日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月15日

三愛石油株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 雅樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三愛石

油株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三愛石油株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月14日

三愛石油株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 一   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三愛石油株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三愛石油株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月15日

三愛石油株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩崎 雅樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三愛石

油株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第76期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三愛石油株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月14日

三愛石油株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 一   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河西 正之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三愛石油株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三愛石油株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、当社が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。 
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